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市第56号議案 

   横浜市自転車等施策検討協議会条例の制定 

 横浜市自転車等施策検討協議会条例を次のように定める。 

   平成26年９月３日提出 

横浜市長 林   文 子 

横浜市条例（番号） 

横浜市自転車等施策検討協議会条例 

（設置） 

第１条 自転車（自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策

の総合的推進に関する法律（昭和55年法律第87号。以下「法」と

いう。）第２条第１号に規定する自転車をいう。以下同じ。）に

関する施策の総合的な推進を図るとともに、自転車等（同条第２

号に規定する自転車等をいう。以下同じ。）の駐車対策を推進す

るため、市長の附属機関として、横浜市自転車等施策検討協議会

（以下「協議会」という。）を置く。 

 （所掌事務） 

第２条 協議会は、市長の諮問に応じて、前条の目的を達成するた

め、次に掲げる事項について調査審議し、答申し、又は意見を具

申する。 

(1) 自転車の安全利用その他の自転車に係る施策に関する重要事 

 項 

(2) 法第８条第１項及び第２項に規定する自転車等の駐車対策に

関する重要事項 

(3) その他市長が必要と認める重要事項 

（組織） 
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第３条 協議会は、委員20人以内をもって組織する。 

２ 委員は、法第８条第３項に規定する者その他市長が必要と認め

る者のうちから、市長が任命する。 

（委員の任期） 

第４条 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合に

おける補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長） 

第５条 協議会に会長を置く。 

２ 会長は、委員の互選によって定める。 

３ 会長は、協議会を代表し、会務を総理し、会議の議長となる。 

４ 会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、あらかじめ

会長の指名する委員が、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 協議会の会議は、会長が招集する。ただし、会長が選出さ

れていないときは、市長が行う。 

２ 協議会は、委員の半数以上の出席がなければ会議を開くことが

できない。 

３ 協議会の議事は、出席した委員の３分の２以上の多数で決する

。 

（部会） 

第７条 協議会に、部会を置くことができる。 

２ 部会は、会長が指名する委員をもって組織する。 

３ 部会に部会長を置き、会長が指名する。 

４ 第５条第３項及び第４項の規定は部会長の職務について、前条
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（第１項ただし書を除く。）の規定は部会の会議について、それ

ぞれ準用する。この場合において、第５条第３項及び第４項並び

に前条第１項本文中「会長」とあるのは「部会長」と、第５条第

３項及び前条中「協議会」とあるのは「部会」と、第５条第４項

並びに前条第２項及び第３項中「委員」とあるのは「部会の委員

」と読み替えるものとする。 

５ 協議会は、その定めるところにより、部会の議決をもって協議

会の議決とすることができる。 

（関係者の出席等） 

第８条 会長又は部会長は、それぞれ協議会又は部会において必要

があると認めるときは、関係者の出席を求めてその意見若しくは

説明を聴き、又は関係者から必要な資料の提出を求めることがで

きる。 

（庶務） 

第９条 協議会の庶務は、道路局において処理する。 

（委任） 

第10条 この条例に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な

事項は、会長が協議会に諮って定める。 

附 則 

この条例は、平成26年10月１日から施行する。 

 

提 案 理 由 

自転車に関する施策の総合的な推進を図るとともに、自転車等の

駐車対策を推進する目的で、市長の附属機関として横浜市自転車等 

施策検討協議会を設置するため、横浜市自転車等施策検討協議会条 
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例を制定したいので提案する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

参  考  

地 方 自 治 法 （ 抜 粋 ）  

第 138 条 の ４  （ 第 １ 項 及 び 第 ２ 項 省 略 ） 

普 通 地 方 公 共 団 体 は 、 法 律 又 は 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 執

行 機 関 の 附 属 機 関 と し て 自 治 紛 争 処 理 委 員 、 審 査 会 、 審 議 会 、 調

査 会 そ の 他 の 調 停 、 審 査 、 諮 問 又 は 調 査 の た め の 機 関 を 置 く こ と

が で き る 。 た だ し 、 政 令 で 定 め る 執 行 機 関 に つ い て は 、 こ の 限 り

で な い 。 

第 202 条 の ３  普 通 地 方 公 共 団 体 の 執 行 機 関 の 附 属 機 関 は 、 法 律 若

し く は こ れ に 基 く 政 令 又 は 条 例 の 定 め る と こ ろ に よ り 、 そ の 担 任

す る 事 項 に つ い て 調 停 、 審 査 、 審 議 又 は 調 査 等 を 行 う 機 関 と す る

。 

附 属 機 関 を 組 織 す る 委 員 そ の 他 の 構 成 員 は 、 非 常 勤 と す る 。 

附 属 機 関 の 庶 務 は 、 法 律 又 は こ れ に 基 く 政 令 に 特 別 の 定 が あ る 

も の を 除 く 外 、 そ の 属 す る 執 行 機 関 に お い て 掌 る も の と す る 。 


